負担付贈与契約書
贈与者 〇〇〇〇（以下「甲」という）と、受贈者 〇〇〇〇（以下「乙」という）は、以下のとおり負担付贈与契約（以下「本契約」という）を締結した。
第1条（贈与の合意） 
甲は乙に対し、甲の所有する別紙目録記載の不動産（以下「本件不動産」という）を無償で譲渡（贈与）することを約し、乙はこれを受諾した。
第2条（負担・条件） 
乙は、本件不動産の贈与を受ける負担（条件）として、甲に対し、令和〇年〇月〇日より甲が死亡するまでの間、以下の義務を履行するものとする。 
（1）甲と同居し、食事の準備、洗濯、掃除など日常生活上の世話を行うこと 
（2）甲が病気や怪我をした際の通院の付き添い、および入院時の世話を行うこと 
（3）甲に介護が必要となった場合、適切な介護サービスの各種手配および身上監護を行うこと
第3条（所有権の移転および引き渡し） 
甲は乙に対し、令和〇年〇月〇日までに本件不動産を引き渡し、同日付をもって所有権移転登記手続きを行うものとする。
第4条（公租公課および費用の負担）
1. 本件不動産にかかる固定資産税および都市計画税等の公租公課は、令和〇年度分については〇月〇日を境として日割り計算のうえ甲乙間で精算し、翌年度以降は乙の負担とする。
2. 本件不動産の所有権移転登記手続きに関する費用（登録免許税、司法書士報酬等）、および本件不動産の取得にともない発生する税金（不動産取得税等）は、すべて乙の負担とする。
第5条（契約の解除） 
乙が第2条に定める負担（義務）を正当な理由なく怠った場合、甲は催告を行ったうえで、本契約を解除することができる。この場合、乙は直ちに本件不動産の所有権移転登記の抹消及び甲への所有権移転登記手続きを行い、本件不動産を甲に返還しなければならない。
第6条（協議事項） 
本契約に定めのない事項、または本契約の条項の解釈について疑義が生じたときは、甲および乙は誠意をもって協議し、これを解決するものとする。
以上、本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙署名捺印のうえ、各1通を保有する。
令和〇年〇月〇日
（贈与者：甲） 住所：〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号 氏名：〇〇〇〇 印
（受贈者：乙） 住所：〇〇県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号 氏名：〇〇〇〇 印

